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改訂履歴

改訂日 タブ 行番号等 内容
2024/8/5 全てのタブ 全ての行 初版作成（第1.0版）

2024/10/9 表紙 タイトル
版数、日付

「介護事業財務情報データベースシステム（仮称）」を正式名称「介護サービス事業者経営情報データベースシステム」に修正
第1.0版から第1.1版に修正し、日付を更新

 システム概要 5・14行目 「介護事業財務情報データベースシステム（仮称）」を正式名称「介護サービス事業者経営情報データベースシステム」に修正
インターフェース概要 15行目 JSONファイル形式の行区切り「CRLF（\n\r）」の記載誤りを「－」に修正

インターフェース仕様
21・22・23行目

24行目

「必須・任意」の記載を「※「勘定科目コード」シート参照」から「必須」に修正し、「概要（目的、業務的にどのようなデータかなど）」に「コード
値が存在しない場合は"00"を設定する」の記載を追加
「必須・任意」の記載を「※「勘定科目コード」シート参照」から「必須」に修正

勘定科目コード 4行目 「なお、区分2・区分3・区分4の勘定科目が設定されていない場合のコード値は"00"を設定してください。」の記載を追加

サービス種類コード

7行名
22・25・32行目

8〜41行目

「介護事業財務情報データベースシステム（仮称）」を正式名称「介護サービス事業者経営情報データベースシステム」に修正
第1.0版で記載が不足していた「430_居宅介護支援」、「540 地域密着型介護老人福祉施設」、「780 地域密着型通所介護」の3つの
サービスを追記
B列の「サービス種類コード」で昇順に並び替え

データ例 5〜54行目 IF01（損益計算書等データ）のデータイメージについて、勘定科目コードが設定されていない場合に"00"を追記し、「勘定科目コード」シー
トに存在していないコード値を削除

 問合せ先 5・9・13行目 「介護事業財務情報データベースシステム（仮称）」を正式名称「介護サービス事業者経営情報データベースシステム」に修正
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システム概要

  　  

システム概要 　

・介護サービス事業者が報告する経営情報データ（以降、「介護サービス事業者経営情報」という。）は、介護サービス事業者経営情報データベースシステム
　（以降、「本システム」という。）の画面からデータを入力する方法（➀）と介護サービス事業者が使用する端末の会計パッケージソフトウェア等からファイルを
  出力（以降、「外部インターフェースファイル」という。）して、このファイルを本システムの画面から取り込む方法（➁）の２通りがあります。
・介護サービス事業者経営情報のうち、「損益計算書等データ」及び「届出対象事業所データ」を外部インターフェースファイルの対象としています。
　➁の方法で外部インターフェースファイルを本システムに取り込む場合は、本資料の設定内容のファイル形式（CSV、JSON）、項目名、文字種類、桁数、
  サービス種類コード、勘定科目コード 等に基づいて、会計パッケージソフトウェア等にて作成・出力された「損益計算書等データ」及び「届出対象事業所データ」
　を本システムに登録します。

介護サービス事業者経営情報データベースシステム介護サービス事業者

端末

・損益計算書等データ
・届出対象事業所データ
・事業所連絡先
・追加情報データ

端末

会計ソフト

Web画面
➀

➀

➁

➁

➁

CSV又はJSON形式

端末

Web画面

損益計算書等
データ

届出対象事業
所データ

介護サービス事業者経営情報
登録画面

画面入力
• 損益計算書等
• 届出対象事業所
• 事業所連絡先
• 追加情報

端末

Web画面

画面入力
• 事業所連絡先
• 追加情報

ファイル登録
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システム概要

・介護サービス事業者経営情報は、原則、介護サービス事業所・施設（以降、「介護事業所（※）」という。）単位で行うものとしますが、介護事業所ごとに
 会計区分を行っていない等のやむを得ない場合については、法人単位で届出することとしても差し支えないように、本システムでは取り込めるようにしています。
 ※本システムにおける介護事業所の単位は、「介護保険事業所番号×サービス種類コード」になります。

 介護サービス事業者経営情報の届出パターン例を以下に記載します。

介護サービス事業者A

介護事業所②介護事業所① 介護事業所④介護事業所③ 介護事業所⑥

介護事業所単位で
経営状況を管理

拠点単位で
経営状況を管理

法人単位で
経営状況を管理

介護サービス事業者B 介護サービス事業者C

介護事業所⑤ 介護事業所⑦ 介護事業所⑧

介護事業所単位で
「損益計算書等データ」等を届出

介護事業所①と介護事業所②の
2つの「損益計算書等データ」を登録

拠点単位及び介護事業所単位で
「損益計算書等データ」を届出

拠点Aと介護事業所⑤の
2つの「損益計算書等データ」を登録

法人単位で
「損益計算書等データ」等を届出

介護サービス事業者Cの
1つの「損益計算書等データ」を登録

介護事業所単位で
経営状況を管理

拠点A
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システム概要

・「損益計算書等データ」及び「届出対象事業所データ」に含まれる主な情報は、以下の内容であり、ベッダ情報の「法人番号」、「会計年度」等のキーとなる項目と
　「紐づけ番号」に同じ番号を設定することにより、２つのファイルが関連付けられます。

損益計算書等
データ＝損益計算書等

1枚 1ファイ
ル

損益計算書等
データ

に対して

1ファイル

届出対象事業
所データ

1ファイル

■ファイル単位 ■ファイル単位

損益計算書等の1枚を損益計算書等データの1ファイルとし
て作成する。

損益計算書等データの1ファイルに対して、届出対象事業所
データ1ファイルを作成する。

損益計算書等データ 届出対象事業所データ
■含まれる主なデータ

• システムにおけるレコード管理に必要なヘッダ情報
• 損益計算書等に含まれる情報

■含まれる主なデータ

<ヘッダ情報>

• インターフェースID︓ IF01

• IFバージョン

• 会計基準識別コード

• 法人番号

• 法人名称

• 会計年度

• 紐づけ番号

• データ作成日時 など

<損益計算書等情報>

• 事業収益

• 事業費用

・・・・

• 勘定科目コード

• 金額

• 勘定科目コード

• 金額

× n

× n

• システムにおけるレコード管理に必要なヘッダ情報
• 対象の損益計算書等データに含まれる届出対象事業所情報

<届出対象事業所情報>

• 事業所番号

• 事業所名称

• サービス種類コード

× n

<ヘッダ情報>

• インターフェースID︓ IF02

• IFバージョン

• 会計基準識別コード

• 法人番号

• 法人名称

• 会計年度

• 紐づけ番号

• データ作成日時 など

対応関係を特定
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システム概要

・「損益計算書等データ」と「届出対象事業所データ」の作成パターン例を以下に記載します。

・損益計算書等データXには、介護事業所Aのみのデータなので、届出対象事業所データXには介護事業所Aの情報を記載する。

同様に、損益計算書等データYには、介護事業所Bのみのデータなので、届出対象事業所データYには介護事業所Bの情報を記載する。

損益計算書等データXと届出対象事業所データXは関連するデータであるため、同じ紐づけ番号（例：XX01）を記載する。

同様に、損益計算書等データYと届出対象事業所データYは関連するデータであるため、同じ紐づけ番号（例：YY01）を記載する。

パターン１：介護事業所Aと介護事業所Bでそれぞれの損益計算書等データを作成する場合

損益計算書等データX 介護事業所Aが
データに含まれていることを示す 介護事業所Aの情報

(介護事業所番号、介護事業所名、サービス種類コード)

届出対象事業所データX
法人番号︓

1234567890123
会計年度︓2024

紐づけ番号︓XX01
介護事業所A
の損益計算書等データ

損益計算書等データY

介護事業所B
の損益計算書等データ

介護事業所Bの情報
(介護事業所番号、介護事業所名、サービス種類コード)

届出対象事業所データY介護事業所Bが
データに含まれていることを示す

パターン２：介護事業所Cと介護事業所Dをまとめた損益計算書等データを作成する場合

損益計算書等データZには、介護事業所Cと介護事業所Dをまとめたデータなので、届出対象事業所データZには介護事業所Cと

介護事業所Dの情報を記載する。

損益計算書等データZと届出対象事業所データZは関連するデータであるため、同じ紐づけ番号（例：ZZ01）を記載する。

損益計算書等データZ

介護事業所Cと介護事業所D
をまとめた損益計算書等データ

介護事業所Cと介護事業所D
がデータに含まれていることを示す

介護事業所Cと介護事業所Dの情報
(介護事業所番号、介護事業所名、サービス種類コード)

届出対象事業所データZ

法人番号︓
1234567890123
会計年度︓2024

紐づけ番号︓YY01

法人番号︓
1234567890123
会計年度︓2024

紐づけ番号︓ZZ01

法人番号︓
1234567890123
会計年度︓2024

紐づけ番号︓XX01

法人番号︓
1234567890123
会計年度︓2024

紐づけ番号︓YY01

法人番号︓
1234567890123
会計年度︓2024

紐づけ番号︓ZZ01
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システム概要

・損益計算書等データ等の登録は、以下（１）から（４）の画面から一連の入力作業等を実施して、１回の届出データの登録が完了します。
　（ここでは、「損益計算書等データ」と「届出対象事業所データ」をファイル登録する場合を示しています。）

・本システムの介護サービス事業者経営情報の登録画面で「損益計算書等データ（IF01）」及び「届出対象事業所データ（IF02）」の「紐づけ番号」の留意事項を以下に記載します。

届出パターン１：複数の損益計算書等データ等をまとめて、ファイル取込み・届出する場合の紐づけ番号

届出パターン２：一度届出した後に、追加で損益計算書等データ等をファイル取込み・届出する場合の紐づけ番号

届出パターン３：一度届出した後に、損益計算書等データ等をファイル取込み・再届出（上書き）する場合の紐づけ番号

IF
01

IF
02

紐づけ番号︓AA11

IF
01

IF
02

紐づけ番号︓BB22

例：介護事業所Aと介護事業所Bの２つの損益計算書等データをまとめて届出する場合

紐づけ番号は
同じ届出内では異なる値（例︓AA01とBB22）を設定する

※画面登録タイミングが同じになるため

例：介護事業所Aと介護事業所Bの損益計算書等データは報告済み。追加で介護事業所Cの損益計算書等データを届出する場合

IF
01

IF
02

紐づけ番号︓AA11

IF
01

IF
02

紐づけ番号︓BB22
IF
01

IF
02

紐づけ番号︓AA11

介護事業所Cのファイル

届出済

初回届出

初回届出 追加届出

紐づけ番号は
初回届出（例︓AA01とBB22）と
同じ値（例︓AA01）でも問題なし

※画面登録タイミングが異なるため

IF
01

IF
02

紐づけ番号︓AA11
介護事業所Aのファイル

介護事業所Bのファイル
IF
01

IF
02

紐づけ番号︓BB22
IF
01

IF
02

紐づけ番号︓CC11

介護事業所Aのファイル（再届出）
届出済

初回届出 再届出

紐づけ番号は
届出済データ（例︓AA01とBB22）
と異なる値（例︓CC11）でも問題な

し
※画面登録タイミングが異なるため

例：介護事業所Aと介護事業所Bの損益計算書等データは報告済み。介護事業所Aの損益計算書等データを再届出（上書き）する場合

介護事業所Aのファイル

介護事業所Bのファイル

介護事業所Aのファイル

介護事業所Bのファイル

（２）
届出対象事業所データ登
録

（１）
損益計算書等データ登録

（３）
事業所連絡先登録

〉 〉 〉

ファイル➂

ファイル②

ファイル①

ファイル➂

ファイル②

ファイル①紐づけ番号➀

紐づけ番号➁

紐づけ番号➂

（４）
追加情報登録

ファイル➀〜③の事業所

連絡先の登録

ファイル➀〜③の追加情報

の登録
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インターフェース概要

　

インターフェース概要 　 　

from to from to

IF01 損益計算書等データ 会計パッケージ
ソフトウェア　等 本システム 随時 随時

介護サービス事業
者経営情報の「損
益計算書等データ
登録」画面の「ファイ
ル取込」ボタン押下
による取込

介護サービス事
業者 PC (会計
パッケージソフト
ウェア等より手動
で出力)

本システムDB
会計パッケージソフトウェア等を利用している介護サービス事業者に対す
る入力補助のため、損益計算書等データの取込を実施する。

IF02 届出対象事業所データ 会計パッケージ
ソフトウェア　等 本システム 随時 随時

介護サービス事業
者経営情報の「事
業所情報データ登
録」画面の「ファイル
取込」ボタン押下に
よる取込

介護サービス事
業者 PC (会計
パッケージソフト
ウェア等より手動
で出力)

本システムDB

会計パッケージソフトウェア等を利用している介護サービス事業者に対す
る入力補助のため、損益計算書等データに紐づく届出対象事業所デー
タの取込を実施する。

ファイル名称 任意 任意
拡張子 CSV JSON
形式 テキスト テキスト
文字コード SJIS SJIS
行区切り CRLF（\r\n） －
デリミタ ,（カンマ） －

※フィールドは"（ダブルクォーテーション）で囲まない ※文字列の項目は"（ダブルクォーテーション）で囲む
　　数値の項目は"（ダブルクォーテーション）で囲まない

連携ファイル仕様 CSVファイル形式 JSONファイル形式

データストア 概要（目的、業務的にどのようなデータかなど）インターフェース
ID インターフェース名称 From To 連携タイミング 方式
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インターフェース仕様

   　

インターフェース仕様 　

ヘッダ行（1行のみ）、キー項目
フィールド

番号 フィールド名称 親物理項目名 物理項目名 例示 形式 全角・半角
固定・可変 桁 必須・任意 概要（目的、業務的にどのようなデータかなど）

1 インターフェースID head InterfaceId IF01 英数字 半角、固定 4 必須

インターフェースファイルの種類を示すID
IF01︓損益計算書等データ
IF02︓届出対象事業所データ

2 バージョン情報 VerInterface ver01 英数字 半角、固定 5 必須

インターフェースファイルに項目追加等の更新が発生した場合の履歴を判別・管理するためのインターフェースIDの
バージョン情報で、更新する場合は本資料の改定及び会計ソフト側での更新が必要となる
例︓ver01→ver02→ver03→verxx
令和6年度のリリース時（2025年1月〜）のバージョン情報は「ver01」を設定してください

3 会計基準識別コード
AccountingSt
andardIdentif
icationCode

01 英数字 半角、固定 2 必須

損益計算書等データ等の会計基準区分
01:社会福祉法人会計基準
02:病院会計準則
03:介護老人保健施設会計・経理準則
04:介護医療院会計・経理準則
05:指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計経理準則
06:その他会計（01〜05に該当しない企業会計、公益法人、NPO法人会計 等）

4 法人番号 CorpNum 1234567890123 数字 半角、固定 13 必須 国税庁が定める13桁の法人番号

5 法人名称 CorpName ABCD介護サービス福祉法人 文字列 全角、可変 80 必須 法人の名称

6 会計年度 AccountingYe
ar 2023 数字 半角、固定 4 必須 損益計算書等データの会計年度（yyyy）

7 会計年度開始日 AccountingYe
arStartDate 20230401 数字 半角、固定 8 必須 損益計算書等データの会計年度の開始日（yyyymmdd）

8 会計年度終了日 AccountingYe
arEndDate 20240331 数字 半角、固定 8 必須 損益計算書等データの会計年度終了日（yyyymmdd）

9 税込み・税抜き区分 TaxClassifica
tion 01 数字 半角、固定 2 必須 損益計算書等データ等の金額が税込み、又は税抜きかを区別

01︓税込み金額、02︓税抜き金額

10 紐づけ番号 LinkingNumb
er 0001 英数字 半角、固定 4 必須 インターフェースのID（IF01、IF02）間で、関連付けをする番号

例︓IF01のファイルとIF02のファイルを関連付けする場合は、同じ「紐づけ番号（例︓0001）」を設定

11 データ作成日時 DataCreation
DateandTime 20240630105133 数字 半角、固定 14 必須 インターフェースID・ファイルを作成した日時（yyyymmddhhmmss）

緑色セルはJSONファイル 橙色セルはCSVファイル 空色セルはCSVファイル・JSONファイル共通
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インターフェース仕様

   　

インターフェース仕様 　

緑色セルはJSONファイル 橙色セルはCSVファイル 空色セルはCSVファイル・JSONファイル共通

データ行（ヘッダ行の「インターフェースID」がIF01︓損益計算書等データの場合） 　
フィールド

番号 フィールド名称 親物理項目名 物理項目名 例示 形式 全角・半角
固定・可変 桁 必須・任意 概要（目的、業務的にどのようなデータかなど）

1 区分１ item[] Classification
1 01 英数字 半角、固定 2 必須 勘定科目の区分１の勘定科目コード値

※「勘定科目コード」シート参照

2 区分２ Classification
2 01 英数字 半角、固定 2 必須 勘定科目の区分２の勘定科目コード値

※「勘定科目コード」シート参照、コード値が存在しない場合は"00"を設定する

3 区分３ Classification
3 01 英数字 半角、固定 2 必須 勘定科目の区分３の勘定科目コード値

※「勘定科目コード」シート参照、コード値が存在しない場合は"00"を設定する

4 区分４ Classification
4 01 英数字 半角、固定 2 必須 勘定科目の区分４の勘定科目コード値

※「勘定科目コード」シート参照、コード値が存在しない場合は"00"を設定する

5 金額 AmountofMo
ney

9999999999999
-9999999999999 数字 半角、可変 14 必須 会計年度の勘定科目コード値ごとの金額

","（カンマ）区切りしない。負の金額の場合は先頭に"-"（マイナス）を表記（桁数にマイナスは含まない）

データ行（ヘッダ行の「インターフェースID」がIF02︓届出対象事業所データの場合）
フィールド

番号 フィールド名称 親物理項目名 物理項目名 例示 形式 全角・半角
固定・可変 桁 必須・任意 概要（目的、業務的にどのようなデータかなど）

1 介護事業所番号 item[] CareOfficeNu
mber 017111111 英数字 半角、固定 10 必須 介護保険事業所番号又は医療機関等コード

2 介護事業所名 CareOfficeNa
me ABCD介護サービス福祉法人〇〇事業所 文字列 全角、可変 80 必須 介護保険事業所又は医療機関等の名称

3 サービス種類コード ServicetypeC
ode 001 英数字 半角、固定 3 必須 介護保険事業所又は医療機関等で提供している介護サービス種類のコード値　【「サービス種類コード」シート参

照】
特記事項 ・「インターフェースID」が異なる場合、ファイルは別にしなければならない。 ・「金額」フィールドが0（ゼロ）円の場合は、レコードを省略せずに0（ゼロ）を入力する

・同じレイアウト内において、データが存在しない項目でもカンマの数、キーの数は常に一定とする
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勘定科目コード

 勘定科目コード   

本システムで用いる会計基準ごとの勘定科目コードを以下に示します。「必須・任意」欄の「必須」は、必ず報告する勘定科目コードで、「任意」も報告することは可能です。
なお、区分2・区分3・区分4の勘定科目が設定されていない場合のコード値は"00"を設定してください。

1） 社会福祉法人会計基準（会計基準識別コード：01）

区分1 コード値 区分2 コード値 区分3 コード値 区分4 コード値 必須・任意 備考欄

サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 必須
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 施設介護料収益 01 任意
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 居宅介護料収益 02 任意
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 地域密着型介護料収益 03 任意
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 居宅介護支援介護料収益 04 任意
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 利用者等利用料収益 05 任意
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 その他の事業収益 06 必須
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 その他の事業収益 06 補助金事業収益（公費） 01 必須
サービス活動増減による収益 01 介護保険事業収益 01 その他の事業収益 06 補助金事業収益（一般） 02 必須
サービス活動増減による収益 01 経常経費寄附金収益 02 任意
サービス活動増減による費用 02 必須
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 必須
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 役員報酬 01 任意
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 役員退職慰労金 02 任意
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 役員退職慰労引当金繰入 03 任意
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 職員給料 04 必須
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 職員賞与 05 必須
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 賞与引当金繰入 06 必須
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 非常勤職員給与 07 必須
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 派遣職員費 08 必須
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 退職給付費用 09 任意
サービス活動増減による費用 02 人件費 01 法定福利費 10 任意
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 必須
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 給食費 01 任意
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 介護用品費 02 任意
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 医薬品費 03 任意
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 診療・療養等材料費 04 任意
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 水道光熱費 05 必須
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 燃料費 06 必須
サービス活動増減による費用 02 事業費 02 車輌費 07 任意
サービス活動増減による費用 02 事務費 03 必須
サービス活動増減による費用 02 事務費 03 研修研究費 01 任意
サービス活動増減による費用 02 事務費 03 水道光熱費 02 必須
サービス活動増減による費用 02 事務費 03 燃料費 03 必須
サービス活動増減による費用 02 事務費 03 業務委託費 04 必須
サービス活動増減による費用 02 事務費 03 業務委託費 04 給食委託費 01 任意
サービス活動増減による費用 02 減価償却費 04 必須
サービス活動増減による費用 02 国庫補助金等特別積立金取崩額 05 必須
サービス活動増減による費用 02 控除対象外消費税等負担額 06 任意
サービス活動外増減による収益 03 任意
サービス活動外増減による収益 03 受取利息配当金収益 01 任意
サービス活動外増減による費用 04 任意
サービス活動外増減による費用 04 支払利息 01 任意
特別増減による収益 05 任意
特別増減による費用 06 任意
特別増減による費用 06 本部会計への繰入金費用 01 任意
法人税、住民税及び事業税負担額 07 任意
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勘定科目コード

 勘定科目コード   

本システムで用いる会計基準ごとの勘定科目コードを以下に示します。「必須・任意」欄の「必須」は、必ず報告する勘定科目コードで、「任意」も報告することは可能です。
なお、区分2・区分3・区分4の勘定科目が設定されていない場合のコード値は"00"を設定してください。

２） 病院会計準則（会計基準識別コード：02）

区分1 コード値 区分2 コード値 区分3 コード値 区分4 コード値 必須・任意 備考欄

医業収益 01 必須
医業収益 01 施設介護料収益 01 任意
医業収益 01 居宅介護料収益 02 任意
医業収益 01 居宅介護支援介護料収益 03 任意
医業収益 01 保険外収益 04 任意
医業費用 02 必須
医業費用 02 材料費 01 任意
医業費用 02 材料費 01 給食用材料費 01 任意
医業費用 02 給与費 02 必須
医業費用 02 給与費 02 給料 01 必須
医業費用 02 給与費 02 給料 01 役員報酬 01 任意
医業費用 02 給与費 02 賞与 02 必須
医業費用 02 給与費 02 賞与引当金繰入額 03 必須
医業費用 02 給与費 02 退職給付費用 04 任意
医業費用 02 給与費 02 法定福利費 05 任意
医業費用 02 委託費 03 必須
医業費用 02 委託費 03 給食委託費 01 任意
医業費用 02 設備関係費 04 必須
医業費用 02 設備関係費 04 減価償却費 01 必須
医業費用 02 設備関係費 04 車両関係費 02 任意
医業費用 02 設備関係費 04 車両関係費 02 車両費 01 任意
医業費用 02 研究研修費 05 任意
医業費用 02 研究研修費 05 研修費 01 任意
医業費用 02 経費 06 必須
医業費用 02 経費 06 水道光熱費 01 必須
医業費用 02 経費 06 控除対象外消費税等負担額 02 任意
医業費用 02 経費 06 本部費配賦額 03 任意
医業外収益 03 任意
医業外収益 03 受取利息及び配当金 01 任意
医業外収益 03 運営費補助金収益 02 任意
医業外収益 03 施設設備補助金収益 03 任意
医業外収益 03 寄付金 04 任意
医業外費用 04 任意
医業外費用 04 支払利息 01 任意
臨時収益 05 任意
臨時費用 06 任意
法人税、住民税及び事業税負担額 07 任意
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勘定科目コード

 勘定科目コード   

本システムで用いる会計基準ごとの勘定科目コードを以下に示します。「必須・任意」欄の「必須」は、必ず報告する勘定科目コードで、「任意」も報告することは可能です。
なお、区分2・区分3・区分4の勘定科目が設定されていない場合のコード値は"00"を設定してください。

３） 介護老人保健施設会計・経理準則（会計基準識別コード：03）

区分1 コード値 区分2 コード値 区分3 コード値 区分4 コード値 必須・任意 備考欄

施設運営事業収益 01 必須
施設運営事業収益 01 介護保健施設介護料収益 01 任意
施設運営事業収益 01 居宅介護料収益 02 任意
施設運営事業収益 01 居宅介護支援介護料収益 03 任意
施設運営事業収益 01 利用者等利用料収益 04 任意
施設運営事業費用 02 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 常勤職員給与 01 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 非常勤職員給与 02 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 退職給与引当金繰入 03 任意
施設運営事業費用 02 給与費 01 法定福利費 04 任意
施設運営事業費用 02 材料費 02 任意
施設運営事業費用 02 材料費 02 給食用材料費 01 任意
施設運営事業費用 02 経費 03 必須
施設運営事業費用 02 経費 03 車両費 01 任意
施設運営事業費用 02 経費 03 光熱水費 02 必須
施設運営事業費用 02 委託費 04 必須
施設運営事業費用 02 委託費 04 給食委託費 01 任意
施設運営事業費用 02 研修費 05 任意
施設運営事業費用 02 減価償却費 06 必須
施設運営事業費用 02 本部費 07 任意
施設運営事業費用 02 役員報酬 08 必須
施設運営事業費用 02 控除対象外消費税等負担額 09 任意
施設運営事業外収益 03 任意
施設運営事業外収益 03 受取利息配当金 01 任意
施設運営事業外収益 03 運営費補助金収益 02 任意
施設運営事業外収益 03 施設整備補助金収益 03 任意
施設運営事業外収益 03 寄付金 04 任意
施設運営事業外費用 04 任意
施設運営事業外費用 04 支払利息 01 任意
特別利益 05 任意
特別損失 06 任意
法人税等 07 任意
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勘定科目コード

 勘定科目コード   

本システムで用いる会計基準ごとの勘定科目コードを以下に示します。「必須・任意」欄の「必須」は、必ず報告する勘定科目コードで、「任意」も報告することは可能です。
なお、区分2・区分3・区分4の勘定科目が設定されていない場合のコード値は"00"を設定してください。

４） 介護医療院会計・経理準則（会計基準識別コード：04）

区分1 コード値 区分2 コード値 区分3 コード値 区分4 コード値 必須・任意 備考欄

施設運営事業収益 01 必須
施設運営事業収益 01 介護医療院介護料収益 01 任意
施設運営事業収益 01 居宅介護料収益 02 任意
施設運営事業収益 01 居宅介護支援介護料収益 03 任意
施設運営事業収益 01 利用者等利用料収益 04 任意
施設運営事業費用 02 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 常勤職員給与 01 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 非常勤職員給与 02 必須
施設運営事業費用 02 給与費 01 退職給与引当金繰入 03 任意
施設運営事業費用 02 給与費 01 法定福利費 04 任意
施設運営事業費用 02 材料費 02 任意
施設運営事業費用 02 材料費 02 給食用材料費 01 任意
施設運営事業費用 02 経費 03 必須
施設運営事業費用 02 経費 03 車両費 01 任意
施設運営事業費用 02 経費 03 光熱水費 02 必須
施設運営事業費用 02 委託費 04 必須
施設運営事業費用 02 委託費 04 給食委託費 01 任意
施設運営事業費用 02 研修費 05 任意
施設運営事業費用 02 減価償却費 06 必須
施設運営事業費用 02 本部費 07 任意
施設運営事業費用 02 役員報酬 08 必須
施設運営事業費用 02 控除対象外消費税等負担額 09 任意
施設運営事業外収益 03 任意
施設運営事業外収益 03 受取利息配当金 01 任意
施設運営事業外収益 03 運営費補助金収益 02 任意
施設運営事業外収益 03 施設整備補助金収益 03 任意
施設運営事業外収益 03 寄付金 04 任意
施設運営事業外費用 04 任意
施設運営事業外費用 04 支払利息 01 任意
特別利益 05 任意
特別損失 06 任意
法人税等 07 任意
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勘定科目コード

 勘定科目コード   

本システムで用いる会計基準ごとの勘定科目コードを以下に示します。「必須・任意」欄の「必須」は、必ず報告する勘定科目コードで、「任意」も報告することは可能です。
なお、区分2・区分3・区分4の勘定科目が設定されていない場合のコード値は"00"を設定してください。

５） 指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計経理準則（会計基準識別コード：05）

区分1 コード値 区分2 コード値 区分3 コード値 区分4 コード値 必須・任意 備考欄

事業収益 01 必須
事業収益 01 施設介護料収益 01 任意
事業収益 01 居宅介護料収益 02 任意
事業収益 01 居宅介護支援介護料収益 03 任意
事業収益 01 保険外収益 04 任意
事業費用 02 必須
事業費用 02 給与費 01 必須
事業費用 02 給与費 01 常勤職員給与 01 必須
事業費用 02 給与費 01 非常勤職員給与 02 必須
事業費用 02 給与費 01 退職給与引当金繰入 03 任意
事業費用 02 給与費 01 法定福利費 04 任意
事業費用 02 材料費 02 任意
事業費用 02 材料費 02 給食材料費 01 任意
事業費用 02 経費 03 必須
事業費用 02 経費 03 車両費 01 任意
事業費用 02 経費 03 光熱水費 02 必須
事業費用 02 委託費 04 必須
事業費用 02 委託費 04 給食委託費 01 任意
事業費用 02 研修費 05 任意
事業費用 02 減価償却費 06 必須
事業費用 02 本部費 07 任意
事業費用 02 役員報酬 08 必須
事業費用 02 控除対象外消費税等負担額 09 任意
事業外収益 03 任意
事業外収益 03 受取利息配当金 01 任意
事業外収益 03 運営費補助金収益 02 任意
事業外収益 03 施設整備補助金収益 03 任意
事業外収益 03 寄付金 04 任意
事業外費用 04 任意
事業外費用 04 支払利息 01 任意
特別利益 05 任意
特別損失 06 任意
法人税等 07 任意
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勘定科目コード

 勘定科目コード   

本システムで用いる会計基準ごとの勘定科目コードを以下に示します。「必須・任意」欄の「必須」は、必ず報告する勘定科目コードで、「任意」も報告することは可能です。
なお、区分2・区分3・区分4の勘定科目が設定されていない場合のコード値は"00"を設定してください。

６） その他会計（1.～5.に該当しない企業会計、公益法人、NPO法人会計 等、会計基準識別コード：06）

区分1 コード値 区分2 コード値 区分3 コード値 区分4 コード値 必須・任意 備考欄

介護事業収益 01 必須
介護事業収益 01 施設介護料収益 01 任意
介護事業収益 01 居宅介護料収益 02 任意
介護事業収益 01 居宅介護支援介護料収益 03 任意
介護事業収益 01 保険外収益 04 任意
介護事業費用 02 給与費 01 必須
介護事業費用 02 給与費 01 給与 01 必須
介護事業費用 02 給与費 01 役員報酬 02 任意
介護事業費用 02 給与費 01 退職給与引当金繰入 03 任意
介護事業費用 02 給与費 01 法定福利費 04 任意
介護事業費用 02 業務委託費 02 必須
介護事業費用 02 業務委託費 02 給食委託費 01 任意
介護事業費用 02 減価償却費 03 必須
介護事業費用 02 水道光熱費 04 必須
介護事業費用 02 その他費用 05 必須
介護事業費用 02 その他費用 05 材料費 01 任意
介護事業費用 02 その他費用 05 材料費 01 給食材料費 01 任意
介護事業費用 02 その他費用 05 研修費 02 任意
介護事業費用 02 その他費用 05 本部費 03 任意
介護事業費用 02 その他費用 05 車両費 04 任意
介護事業費用 02 その他費用 05 控除対象外消費税等負担額 05 任意
事業外収益 03 任意
事業外収益 03 受取利息配当金 01 任意
事業外収益 03 運営費補助金収益 02 任意
事業外収益 03 施設整備補助金収益 03 任意
事業外収益 03 寄付金 04 任意
事業外費用 04 任意
事業外費用 04 借入金利息 01 任意
特別収益 05 任意
特別費用 06 任意
法人税、住民税及び事業税負担額 07 任意
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サービス種類コード

 サービス種類コード  

本システムで用いるサービス種類コードを以下に示します。
サービス種類コード／サービス名欄がグレー色になっているものは、本システムの報告対象外です。ただし、報告される損益計算書等データ内に、報告対象外のサービス種類コード／
サービス名の収益・費用を含めて報告されている場合には、届出対象事業所データには報告対象外の「サービス種類コード」も入力してください。

サービス種類コード サービス名

110 訪問介護 訪問介護＜１１＞

120 訪問入浴介護 訪問入浴介護＜１２＞
介護予防訪問入浴介護＜６２＞

130 訪問看護 訪問看護＜１３＞
介護予防訪問看護＜６３＞

140 訪問リハビリテーション 訪問リハビリテーション＜１４＞
介護予防訪問リハビリテーション＜６４＞

150 通所介護 通所介護＜１５＞

160 通所リハビリテーション 通所リハビリテーション＜１６＞
介護予防通所リハビリテーション＜６６＞

170 福祉用具貸与 福祉用具貸与＜１７＞
介護予防福祉用具貸与＜６７＞

特定福祉用具販売＜４１＞、介護予防特定福祉用具販売
＜４４＞も併せて実施している場合は、それらを含みます

210 短期入所生活介護 短期入所生活介護＜２１＞
介護予防短期入所生活介護＜２４＞ 空床利用型を除いた事業所が対象

320 認知症対応型共同生活介護

認知症対応型共同生活介護＜３２＞
介護予防認知症対応型共同生活介護＜３７＞
認知症対応型共同生活介護（短期利用型）＜３８＞
介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用型）＜３９＞

33A 有料老人ホーム
特定施設入居者生活介護＜３３＞のうち、有料老人ホーム
特定施設入居者生活介護（短期利用型）＜２７＞のうち、有料老人ホーム
介護予防特定施設入居者生活介護＜３５＞　のうち、有料老人ホーム

33B 軽費老人ホーム
特定施設入居者生活介護＜３３＞のうち、軽費老人ホーム
特定施設入居者生活介護（短期利用型）＜２７＞のうち、軽費老人ホーム
介護予防特定施設入居者生活介護＜３５＞のうち、軽費老人ホーム

36A 有料老人ホーム 地域密着型特定施設入居者生活介護＜３６＞のうち、有料老人ホーム
地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用型）＜２８＞のうち、有料老人ホーム

36B 軽費老人ホーム 地域密着型特定施設入居者生活介護＜３６＞のうち、軽費老人ホーム
地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用型）＜２８＞のうち、軽費老人ホーム

430 居宅介護支援 居宅介護支援＜４３＞

510 介護老人福祉施設 介護福祉施設サービス＜５１＞ 空床利用型の短期入所生活介護、介護予防短期入所生活
介護を併せて実施している場合は、それらを含みます

520 介護老人保健施設
介護保健施設サービス＜５２＞
短期入所療養介護（介護保健施設）＜２２＞
介護予防短期入所療養介護（介護保健施設）＜２５＞

540 地域密着型介護老人福祉施設 地域密着型介護福祉施設入所者生活介護＜５４＞ 空床利用型の短期入所生活介護、介護予防短期入所生活
介護を併せて実施している場合は、それらを含みます

介護保険の対象サービス名＜サービスコード＞ 備考
介護サービス事業者経営情報データベースシステム
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サービス種類コード

 サービス種類コード  

本システムで用いるサービス種類コードを以下に示します。
サービス種類コード／サービス名欄がグレー色になっているものは、本システムの報告対象外です。ただし、報告される損益計算書等データ内に、報告対象外のサービス種類コード／
サービス名の収益・費用を含めて報告されている場合には、届出対象事業所データには報告対象外の「サービス種類コード」も入力してください。

サービス種類コード サービス名
介護保険の対象サービス名＜サービスコード＞ 備考

介護サービス事業者経営情報データベースシステム

550 介護医療院
介護医療院サービス＜５５＞
短期入所療養介護（介護医療院）＜２Ａ＞
介護予防短期入所療養介護（介護医療院）＜２Ｂ＞

710 夜間対応型訪問介護 夜間対応型訪問介護＜７１＞

720 認知症対応型通所介護 認知症対応型通所介護＜７２＞
介護予防認知症対応型通所介護＜７４＞

730 小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護＜７３＞
介護予防小規模多機能型居宅介護＜７５＞
小規模多機能型居宅介護（短期利用型）＜６８＞
介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用型）＜６９＞

760 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 定期巡回・随時対応型訪問介護看護＜７６＞

770 看護小規模多機能型居宅介護 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）＜７７＞
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用型）＜７９＞

複合型サービスとは、訪問看護及び小規模多機能型居宅介
護の組合せにより提供されるサービス

780 地域密着型通所介護 地域密着型通所介護＜７８＞

310 居宅療養管理指導 居宅療養管理指導＜３１＞
介護予防居宅療養管理指導＜３４＞ 報告対象外

33C 養護老人ホーム 特定施設入居者生活介護＜３３＞のうち、養護老人ホーム
介護予防特定施設入居者生活介護＜３５＞のうち、養護老人ホーム 報告対象外

36C 養護老人ホーム 地域密着型特定施設入居者生活介護＜３６＞のうち、養護老人ホーム 報告対象外

460 介護予防支援 介護予防支援＜４６＞ 介護予防支援＜４６＞は、居宅介護支援事業所が指定を
受けて実施する分（令和６年4月以降）も含め、報告対象

530 介護療養型医療施設
介護療養型医療施設サービス＜５３＞
短期入所療養介護（介護療養型医療施設）＜２３＞
介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設）＜２６＞

報告対象外
介護療養型医療施設は、2024年3月31日を以って廃止

A20 訪問型サービス（総合事業） 総合事業　訪問型サービス＜Ａ２、Ａ３、Ａ４＞ 報告対象外

A60 通所型サービス（総合事業） 総合事業　通所型サービス＜Ａ６、Ａ７、Ａ８＞ 報告対象外

A90 その他の生活支援サービス（総合事業） 総合事業　その他の生活支援サービス＜Ａ９、ＡＡ、ＡＢ、ＡＣ、ＡＤ、ＡＥ＞ 報告対象外

AF0 介護予防ケアマネジメント 総合事業　介護予防ケアマネジメント＜ＡＦ＞ 報告対象外
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データ例

 データ例   

・ヘッダ行は先頭行になければならない。データ行の順序は不問

IF01（損益計算書等データのCSVファイルデータイメージ）

IF01（損益計算書等データのJSONファイルデータイメージ）　

IF01,ver01,01,xxxxxxxxxxxxx,ABCDEFG福祉法人,2023,20230401,20240331,01,0001,20240621134305
01,01,00,00,102000000
01,01,06,00,2000000
01,01,06,01,100000
01,01,06,02,300000
02,00,00,00,82000000
02,01,00,00,80005000
02,01,04,00,5005000
中略
02,04,00,00,0
02,05,00,00,25000
06,00,00,00,-3000000

{
    "head": {
        "InterfaceId": "IF01",
        "VerInterface": "ver01",
        "AccountingStandardIdentificationCode": "01",
        "CorpNum": 1234567890123,
        "CorpName": "ABCD介護サービス福祉法人",
        "AccountingYear": 2023,
        "AccountingYearStartDate": 20230401,
        "AccountingYearEndDate": 20240331,
        "TaxClassification": "01",
        "LinkingNumber": "0001",
        "DataCreationDateandTime": 20240621134305
    },
    "item": [
        {
            "Classification1": "01",
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データ例

            "Classification1": "01",
            "Classification2": "01",
            "Classification3": "00",
            "Classification4": "00",
            "AmountofMoney": 102000000
        },
        {
            "Classification1": "01",
            "Classification2": "01",
            "Classification3": "06",
            "Classification4": "00",
            "AmountofMoney": 2000000
        },
中略
    ]
}
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データ例

IF02（届出対象事業所データのCSVファイルデータイメージ）

IF02（届出対象事業所データのJSONファイルデータイメージ）

IF02,ver01,01,xxxxxxxxxxxxx,ABCD福祉法人,2023,20230401,20240331,01,0001,20240621134510
0171234567, ABCD介護サービス福祉法人〇〇事業所,110
0171234567, ABCD介護サービス福祉法人〇〇事業所,120
0171234567, ABCD介護サービス福祉法人〇〇事業所,170
0278901234, 介護サービスAAA □□事業所,110
0278901234,介護サービスAAA　□□事業所,120

{
    "head": {
        "InterfaceId": "IF02",
        "VerInterface": "ver01",
        "AccountingStandardIdentificationCode": "01",
        "CorpNum": 1000000000123,
        "CorpName": "ABCD福祉法人",
        "AccountingYear": 2023,
        "AccountingYearStartDate": 20230401,
        "AccountingYearEndDate": 20240331,
        "TaxClassification": "01",
        "LinkingNumber": "0001",
        "DataCreationDateandTime": 20240621134510
    },
    "item": [
        {
            "CareOfficeNumber": "0171234567",
            "CareOfficeName": "ABCD介護サービス福祉法人〇〇事業所",
            "ServicetypeCode": "110"
        },
        {
            "CareOfficeNumber": "0171234567",
            "CareOfficeName": "ABCD介護サービス福祉法人〇〇事業所",
            "ServicetypeCode": "120"
        }
    ]
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問合せ先

 　

問合せ先  　

本資料の仕様、勘定科目コード等に関するご質問及び外部インターフェースファイルの連携に係るテストなどの問合せは、
厚生労働省の委託先である介護サービス事業者経営情報データベースシステムの開発事業者又は運用・保守事業者の
「ヘルプデスク」にて、受付をします。
以下の宛先へメールにて問合せをしてください。

【介護サービス事業者経営情報データベースシステム ヘルプデスク】    helpdesk_zaimudev@kaigokensaku.mhlw.go.jp

また、お問合せの際は、以下の内容に沿って記載をしてください。

件名︓【介護サービス事業者経営情報データベースシステム】 　〇〇〇〇に関する問合せ
本文︓

所属情報 ・・・問合せ元の会社名、所属組織などの情報
担当者氏名 ・・・問合せの主担当様（漢字及びカナ）。返信メールの宛名に使用
返信用メールアドレス ・・・返信メールの宛先に使用
電話番号 ・・・担当者の方の電話番号
お問合せ内容 ・・・お問合せ内容を記載
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